
議案第４号

あきる野市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例

上記の議案を提出する。

令和３年２月１８日

提出者 あきる野市長 村 木 英 幸

提案理由

武蔵引田駅周辺地区地区計画の都市計画変更に伴い、規定を整備する必要がある。

あきる野市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例

あきる野市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１９年あきる野市

条例第２２号）の一部を次のように改正する。

別表第１の９の項中「平成２７年３月あきる野市告示第２７号」を「令和２年１２月あき

る野市告示第１７２号」に改める。

別表第２の９の表を次のように改める。

９ 武蔵引田駅周辺地区地区整備計画区域

ア イ ウ エ オ カ キ ク

計画
地区
の区
分

建築物の用途の制限

建築物の
容積率

建築
物の
建蔽
率の
最高
限度

建築物
の敷地
面積の
最低限
度

壁面の位置の制限

垣又は柵の
構造の制限

建築
物等
の高
さの
最高
限度

最高限度

最低
限度

外壁等の
面からの
距離

適用除外の
建築物等

区域
の特
性に
応じ
た最
高限
度

公共
施設
の整
備状
況に
応じ
た最
高限
度

医療
福祉
地区

― ― ― ― ― １２０平方
メートル

― ― ― ―

産業
地区
Ａ

次に掲げる建築物以
外の建築物は、建築し
てはならない。
１ 事務所
２ 研究所
３ 工場
４ 市長が公益上必要
と認める建築物

― ― ― ― １，０００
平方メート
ル

― ― ― ―



５ 前各号の建築物に
附属するもの

産業
地区
Ｂ

次に掲げる建築物以
外の建築物は、建築し
てはならない。
１ 事務所
２ 研究所
３ 倉庫業を営む倉庫
４ 工場
５ 市長が公益上必要
と認める建築物

６ 前各号の建築物に
附属するもの

１０
分の
２０

１０
分の
８

― ― １，０００
平方メート
ル

当該敷地
が接する
道路の境
界線まで
の距離２
メートル

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

― ２５
メー
トル

商業
地区

次に掲げる建築物
は、建築してはならな
い。
１ １階又は地下１階
のうち、その床面の
高さが当該敷地が接
する道路の路面の中
心の高さに最も近い
階の部分を、住宅、
共同住宅、寄宿舎、
下宿又は老人ホーム
その他これに類する
ものの用に供する建
築物

１０
分の
３０

１０
分の
８

― ― ２００平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該
当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す

当該敷地
が接する
道路の境
界線まで
の距離１
メート
ル、高さ
１０メー
トルを超
える部分
の道路
（秋３・
４・１８
号線及び

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線

― ―



２ マージャン屋、ぱ
ちんこ屋、射的場、
勝馬投票券発売所、
場外車券売場その他
これらに類するもの

３ 自動車教習所
４ 倉庫業を営む倉庫
５ 畜舎（ペットショ
ップを除く。）

る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書
館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地
として使
用するも
の

駅前広場
に限
る。）の
境界線ま
での距離
３メート
ル

の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

住宅
複合
地区
Ａ

次に掲げる建築物
は、建築してはならな
い。
１ １階又は地下１階
のうち、その床面の
高さが当該敷地が接
する道路の路面の中
心の高さに最も近い
階の部分を、住宅、
共同住宅、寄宿舎、
下宿又は老人ホーム
その他これに類する
ものの用に供する建
築物

２ マージャン屋、ぱ
ちんこ屋、射的場、
勝馬投票券発売所、
場外車券売場その他
これらに類するもの

３ 自動車教習所
４ 畜舎（ペットショ
ップを除く。）

１０
分の
２０

１０
分の
８

― ― ５００平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該
当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す
る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書
館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地

当該敷地
が接する
道路の境
界線まで
の距離１
メート
ル、高さ
１０メー
トルを超
える部分
の道路
（秋３・
４・１８
号線に限
る。）の
境界線ま
での距離
３メート
ル

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計

― １５
メー
トル



として使
用するも
の

が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

住宅
複合
地区
Ｂ

次に掲げる建築物
は、建築してはならな
い。
１ 倉庫
２ 危険物の貯蔵又は
処理に供する建築物

１０
分の
２０

１０
分の
８

― ― １２０平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該
当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す
る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書
館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地
として使
用するも
の

当該敷地
が接する
道路の境
界線まで
の距離１
メート
ル、高さ
１０メー
トルを超
える部分
の道路
（秋３・
４・１８
号線に限
る。）の
境界線ま
での距離
３メート
ル

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

― １５
メー
トル

住宅
地区
Ａ

次に掲げる建築物以
外の建築物は、建築し
てはならない。
１ 住宅
２ 共同住宅、寄宿舎

１０
分の
１０

１０
分の
８

― １０
分の
５

１２０平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該

当該敷地
が接する
道路の境
界線及び
隣地境界

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は

１ 生垣
２ 透視可
能なフェ
ンス等
（敷地地

１０
メー
トル



又は下宿
３ 住宅で事務所、店
舗その他これらに類
する用途を兼ねるも
の

４ ２階以下の部分が
店舗、飲食店その他
これらに類する用途
に供するものでその
用途に供する部分の
床面積の合計が
５００平方メートル
以内のもの

５ 学校（大学、高等
専門学校、専修学校
及び各種学校を除
く。）、図書館その
他これらに類するも
の

６ 老人ホーム、保育
所、身体障害者福祉
ホームその他これら
に類するもの

７ 公衆浴場
８ 診療所
９ 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類するもの

１０ 市長が公益上必
要と認めるもの

１１ 前各号の建築物
に附属するもの

当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す
る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書
館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地
として使
用するも
の

線までの
距離
０．５メ
ートル

建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

盤面から
の高さが
０．６メ
ートル以
下の基礎
を含
む。）
で、敷地
地盤面か
ら高さが
１．２メ
ートル以
下のもの

住宅
地区
Ｂ

次に掲げる建築物以
外の建築物は、建築し
てはならない。
１ 住宅
２ 共同住宅、寄宿舎
又は下宿

３ 住宅で事務所、店
舗その他これらに類
する用途を兼ねるも
の

４ 学校（大学、高等
専門学校、専修学校
及び各種学校を除
く。）、図書館その
他これらに類するも
の

５ 老人ホーム、保育
所、身体障害者福祉
ホームその他これら
に類するもの

６ 公衆浴場

１０
分の
１０

１０
分の
８

― ― １２０平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該
当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す
る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書

当該敷地
が接する
道路の境
界線及び
隣地境界
線までの
距離
０．５メ
ートル

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ

１ 生垣
２ 透視可
能なフェ
ンス等
（敷地地
盤面から
の高さが
０．６メ
ートル以
下の基礎
を含
む。）
で、敷地
地盤面か
ら高さが
１．２メ
ートル以
下のもの

―



７ 診療所
８ 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類するもの

９ 市長が公益上必要
と認めるもの

１０ 前各号の建築物
に附属するもの

館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地
として使
用するも
の

に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが
２．３メ
ートル以
下である
もの

住宅
地区
Ｃ

次に掲げる建築物以
外の建築物は、建築し
てはならない。
１ 住宅（住戸の数が
３以上の長屋を除
く。）

２ 住戸の数が５未満
の共同住宅

３ 住宅で診療所の用
途を兼ねるもの（入
院施設のあるものを
除く。）

４ 学校（大学、高等
専門学校、専修学
校、各種学校及び幼
保連携型認定こども
園を除く。）

５ 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類するもの

６ 市長が公益上必要
と認めるもの

７ 前各号の建築物に
附属するもの

１０
分の
１０

１０
分の
８

― ― １２０平方
メートル。
ただし、次
の各号のい
ずれかに該
当する土地
について
は、この限
りでない。
１ 公衆便
所、巡査
派出所そ
の他これ
らに類す
る公益上
必要な建
築物の敷
地として
使用する
もの

２ 図書
館、管理
事務所そ
の他これ
らに類す
る居住者
の共同の
利便に供
する建築
物の敷地
として使
用するも
の

当該敷地
が接する
道路の境
界線及び
隣地境界
線までの
距離
０．５メ
ートル

外壁の後退
距離の限度
に満たない
距離にある
建築物又は
建築物の部
分が次の各
号のいずれ
かに該当す
るもの
１ 外壁又
はこれに
代わる柱
の中心線
の長さの
合計が３
メートル
以下であ
るもの

２ 物置そ
の他これ
に類する
用途に供
し、軒の
高さが
２．３メ
ートル以
下で、か
つ、床面
積の合計
が５平方
メートル
以内であ
るもの

３ 自動車
車庫で軒
の高さが

１ 生垣
２ 透視可
能なフェ
ンス等
（敷地地
盤面から
の高さが
０．６メ
ートル以
下の基礎
を含
む。）
で、敷地
地盤面か
ら高さが
１．２メ
ートル以
下のもの

―



附 則

この条例は、公布の日から施行する。

２．３メ
ートル以
下である
もの

住宅
地区
Ｄ

― ― ― ― ― ― ― ― １ 生垣
２ 透視可
能なフェ
ンス等
（敷地地
盤面から
の高さが
０．６メ
ートル以
下の基礎
を含
む。）
で、敷地
地盤面か
ら高さが
１．２メ
ートル以
下のもの

―


